
    

平成２４年度平成２４年度平成２４年度平成２４年度    安城市事業仕分け結果に対する取組方針について安城市事業仕分け結果に対する取組方針について安城市事業仕分け結果に対する取組方針について安城市事業仕分け結果に対する取組方針について    

 

１１１１    安城市事業仕分けの概要安城市事業仕分けの概要安城市事業仕分けの概要安城市事業仕分けの概要    

（１）開催日 ７月２１日（土）・２２日(日) 

（２）会 場 安城市文化センター大会議室・講座室 

（３）対象事業数 ２４事業 

（４）仕分け人等構成 ２チーム（１チーム内訳：コーディネーター1 名、構想日

本１名、市選出３名、公募市民１名） 

（５）市民判定人  ７８人 

（６）傍聴者数 ２７５人（H２３は４５４人） 

（７）インターネットライブ配信アクセス数 延べ ２，２２６人 

    

２２２２    仕分け結果に対する取組仕分け結果に対する取組仕分け結果に対する取組仕分け結果に対する取組方針について方針について方針について方針について    

判定区分判定区分判定区分判定区分    (1)(1)(1)(1)不要不要不要不要    
(2)(2)(2)(2)ｾﾞﾛﾍﾞｰｽｾﾞﾛﾍﾞｰｽｾﾞﾛﾍﾞｰｽｾﾞﾛﾍﾞｰｽ

で見直しで見直しで見直しで見直し    

(3)(3)(3)(3)実施主実施主実施主実施主

体の見直体の見直体の見直体の見直しししし    
(4)(4)(4)(4)要改善要改善要改善要改善    

(5)(5)(5)(5)現行ど現行ど現行ど現行ど

おり・拡充おり・拡充おり・拡充おり・拡充    
合合合合    計計計計    

判定結果 ０ ３ ０ ２１ ０ ２４ 

取組方針 ０ ２ ０ ２２ ０ ２４ 

 

「ゼロベースで見直し」の判定結果であった 3 事業（プラネタリウム投映事業、

教育センター施設管理事業、高額医療機器整備補助事業）の内、高額医療機器整

備補助事業については、市としては「改善」の方向で見直しを行います。この方

針については、外部組織である事業仕分け委員会において、補助金の必要性を鑑

み「妥当である」との意見をいただいております。 

今回の事業仕分けで議論された論点・課題に対して、事業・制度のあり方や委

託内容の見直しなどを行い、市としての取組方針を策定し、改善を進めてまいり

ます。 

    

    

 

３３３３    主な見直し効果主な見直し効果主な見直し効果主な見直し効果    

（１）プラネタリウム投映事業（１）プラネタリウム投映事業（１）プラネタリウム投映事業（１）プラネタリウム投映事業（№（№（№（№4444））））    

   プラネタリウムの存続の是非を検討するために、利用者及び広く市民から

アンケートを実施し、外部の有識者等を含めた検討委員会で今後の運営方針

を策定します。 

 

    （（（（２）教育センター施設管理事業２）教育センター施設管理事業２）教育センター施設管理事業２）教育センター施設管理事業（№（№（№（№9999）））） 

   施設の有効利用を図るために、一般市民への施設開放を視野に入れた運用

の見直しを行います。 

 

（（（（３３３３））））高額医療機器整備補助事業高額医療機器整備補助事業高額医療機器整備補助事業高額医療機器整備補助事業（№（№（№（№21212121））））    

   補助金の交付要綱の見直しを行うとともに、補助金の効果を市民に PR しま

す。 

  



平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針

平成24年11月現在

事業事業事業事業

番号番号番号番号

事業名事業名事業名事業名 担当課担当課担当課担当課

仕分け仕分け仕分け仕分け

結果結果結果結果

市の市の市の市の

方針方針方針方針

論点・課題等論点・課題等論点・課題等論点・課題等 取組方針取組方針取組方針取組方針 今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組

1-1

1-2

地域福祉セン

ター建設事業

福祉の拠点づく

り事業

社会福祉課 要改善 改善

①指定管理者制度について、公募も

検討すべきではないか。

②地域福祉推進のため、事業や業務

について民間や地域、地区社協に委

ねることを整理すべきではないか。

①次期指定管理者（平成２６年度～３０年度）の選定方法に

ついて、先進事例等を調査のうえ公募も含めて方針を決定す

る。

②地域福祉を推進するうえで福祉センターや地区社会福祉

協議会の事業について、事業ごとに実施主体や協働の可能

性について検証のうえ、見直しを行う。また、福祉センターの

運営管理について、地域住民等のニーズの確認を行い、現

在行っているサービスの見直しと、潜在的に望まれている

サービスの提供に努める。

（平成２４年度）

・指定管理者制度による選定方法について、公募も含めて先

進事例等を調査する。

・地域福祉活動をする団体（ボランティア団体、NPO法人）等

の現状を把握し、地域福祉活動をする団体の意向を確認す

る。

・利用者からの要望やアンケート意見などで、サービスの見

直しを行うとともに、潜在的な地域住民等のニーズを把握す

るための調査方法や対象者、内容等について検討する。

（平成２５年度）

・調査結果に基づき、選定方法の方針決定及び指定管理者

の選定を行う。

・地域福祉活動の依頼や協働の方法について協議し、実施

方法を検討する。

・潜在的なニーズを把握するために、必要な調査を行い、実

施できるものについてはサービスの実施を行う。

（平成２６年度）

・選定結果に基づき指定管理者による運営管理を開始する。

・地域福祉活動について、団体に依頼または協働により実施

する。

・実施したサービスについて検証し、その結果に基づき必要と

なる改善を行う。

2

ねたきり高齢者

等支援事業

社会福祉課 要改善 改善

①全体の介護サービスの中で、ねた

きり高齢者支援事業の位置付けを明

らかにできると良い。

②介護人手当事業ではなく、より有

効的な介護サービスに使うよう見直

す必要がある。

①　安心できる在宅生活の支援として、高齢者福祉計画で以

下の高齢者福祉サービスを行っている。

 a 生活支援サービス

　（住宅リフォーム費用助成、訪問理容サービス事業、車イス

貸出事業（社協）等）

 b 家族介護支援

　（ねたきり高齢者等介護人手当支給、おむつ費用助成事

業、介護教室等）

 c 認知症高齢者支援

　（徘徊高齢者家族支援、認知症サポーター養成等）

 d 高齢者の権利擁護、虐待防止

　（成年後見支援事業、福祉サービス利用援助事業（社協））

 e 高齢者孤立支援

　（友愛訪問事業、高齢者給食サービス事業等）

　これらの高齢者福祉サービスのなかで、介護人手当は介護

保険給付サービスとは別に、介護人の労をねぎらう目的で拡

充する。

②　平成２２年度実施の高齢者実態調査では、介護人手当

（今後利用したい２９．７％）以上におむつ費用助成（今後利

用したい４１．９％）を望む意見が多くあった。平成２５年度

は、前回調査をふまえた調査項目で実施し、介護人手当とお

むつ費助成の有効な連携のあり方を整理する。

（平成２４年度）

・所得制限の廃止を含めた緩和による財政的な影響を調査

し、平成２５年度実施に向けて緩和を検討する。

・ねたきり高齢者等介護人手当、訪問理容サービスについて

平成２５年度実施に向けて周知方法の見直しを検討

（平成２５年度）

・所得制限の廃止

・周知方法の拡充

（ねたきり介護人手当、訪問理容）

・高齢者実態調査により、介護人手当、おむつ費用助成の意

向調査を行い、次年度以降の取組みに反映する。

（平成２６年度）

・平成２５年度の高齢者実態調査の結果を基に、ねたきり介

護人手当額の拡充を検討、おむつ費用助成事業と連携した

有効利用を検討する。

1 1
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事業事業事業事業

番号番号番号番号

事業名事業名事業名事業名 担当課担当課担当課担当課

仕分け仕分け仕分け仕分け
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3

障害者通所支援

事業

障害福祉課 要改善 改善

①障害者の社会参加の実態把握が

できていない。

②補助の対象者、補助の仕方につい

て、現行制度での見直しが必要では

ないか。

①手帳交付者について、調査し、データ分析、状況把握す

る。

①情報提供、意見交換等を行うため、障害のある人やその家

族等の当事者団体、サービス提供事業者、ボランティア団体

等との懇話会を実施する。

①障害者及び一般市民を対象に、現行施策の評価、施策

ニーズ、障害福祉に係る意向等を把握するため、アンケート

調査を実施する。

②障害者通所支援事業を補助している「安城市障害者福祉

施設整備費補助金交付要綱」、「安城市障害者小規模作業

所等事業運営費補助金交付要綱」、「安城市社会福祉法人

施設運営補助要綱」の補助要綱を精査し、補助対象者及び

補助対象経費の検討を行う。

②不足している障害者サービスの把握を行う。

（平成２４年度）

・手帳交付者（H24年４月1日現在：6,492人）について、サービ

ス給付状況を調査し、データ分析、状況把握する。

・懇話会を行い意見・要望を聴き取る。

・現行の補助要綱を精査し、補助対象者の検討を行う。

・不足している障害者サービスについて、自立支援協議会で

検討を行う。

（平成２５年度）

・障害者及び一般市民を対象にアンケート調査の実施する。

・現行の補助要綱を精査し、不足しているサービスを効果的

に得るための補助対象経費について検討を行う。

（平成２６年度）

・第4期障害福祉計画策定を行う。

4

プラネタリウム

投映事業

生涯学習課

ｾﾞﾛﾍﾞｰｽ

で見直し

ｾﾞﾛﾍﾞｰｽ

で見直し

①教育的効果の検証をすべきであ

る。

②そもそも本市にプラネタリウムが必

要であるかを考えるべきである。

③利用者負担のあり方を検討すべき

である。

①学習投映の対象である市内全小学校の４年生担任教諭や

小中学校理科部会の教諭に対するアンケート調査及び分析

を行う。

②利用者アンケート、市民アンケートの結果などを踏まえ、存

続の是非を含めた検討を行い、今後の運営方針を策定す

る。

③他市の状況等を勘案し、観覧料改正の是非を検討する。ま

た、条例改正を伴わない必要経費上乗せに関しては、応分

の負担をしていただくように変更する。

（平成２４年度）

・学校教育課と協力し、アンケート調査を行う。

・集計結果を分析し、教育現場における必要性を検討する。

・利用者アンケートを実施する。

・県内他市の状況を調査する。

・調査結果を踏まえ、観覧料改正の是非、時期等を検討し、

必要ならば時期を見計らって条例改正を行う。

（平成２５年度）

・生涯学習推進計画に係る市民アンケートの中にプラネタリ

ウムに係る項目を設け、市民に広く意見を聞く。

・特別番組については、観覧料に加え実費相当分を徴収す

る。

（平成２６年度）

・外部の有識者等を含めた検討委員会を設け、各種アンケー

ト結果などを材料にして、存続の是非を含めた検討を行い、

その結果を踏まえて今後の運営方針を策定する。

5

体育館施設管理

事業

スポーツ課 要改善 改善

①市民の声を聞く体制を整備してほ

しい。

②委託業務について、コスト意識を

もって入札するなど契約を見直すべ

き。

③民間委託や指定管理制度につい

て検討するべき

①体育協会や利用団体及びスポーツ推進委員に対して、利

用に対する意見をさらに聞くよう努める。体育館内に設置して

いるご意見箱や市のホームページ等などからの意見を出し

やすいようにするとともに、ご意見への回答など改善内容を

体育館内に掲示するなどして、利用者の声を聞く体制を強化

する。

②委託業務については、複数の業務をまとめることが可能な

ものについては一本化を検討する。また、特殊性の高い業務

については、他市の施設で同種の契約と比較し、適正価格の

調査を実施する。

③サービスの向上、コストの節減を前提に民間委託、又は指

定管理導入について、調査研究する。

（平成２４年度）

・ご意見箱を改装するとともに、いただいたご意見等を定期的

に掲示板に掲示する。

・委託業務の一本化の検討及び適正価格調査の実施

・委託や指定管理者を導入している他市の施設について調

査し、導入のメリット・デメリットを確認する。

（平成２５年度）

・平成２６年度に見直すスポーツ振興計画策定のアンケート

調査に、体育施設利用に関する項目を加え、市民の声を聞

く。

・調査結果を基に本市における直営、委託、指定管理を比較

し、施設管理についての方向性の方針決定をする。

2 2
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6

図書館資料貸出

事業

中央図書館 要改善 改善

①市民ニーズの把握と適切な対応が

必要である。

②図書館運営において市民参加と協

働の推進を図るべきである。

①市民ニーズを把握するためにアンケートの充実を図る。

①広報、ホームページ等への掲載など図書館のＰＲに力を入

れ、利用者の拡大に努める。

①未所蔵の資料に対する市民からの要望を聞く「リクエスト制

度」のＰＲに努める。

①未利用の市民に対しては、市民の潜在的な要求や将来想

定される要求を考慮して資料を収集する。

①収集した資料がどのくらいの頻度で利用されているかの調

査を随時行う。

②読み聞かせボランティアの一層の拡充を図る。

②図書館友の会の充実に努める。

（平成２４年度）

・広報、ホームページ等によるＰＲ（随時）

・リクエスト制度の周知（随時）

・潜在的、将来的な市民要求を考慮した資料収集（随時）

・分類別利用、新刊利用等の統計調査を実施

・選書への図書館友の会の参加を試行する。（毎月第４金曜

日見計らい選定において試行中）

・新図書館ワークショップを開催し、友の会への参加を促す。

・読み聞かせボランティアの養成と支援。

（平成２５年度）

・市民満足度アンケートの実施

・広報、ホームページ等によるＰＲ（随時）

・リクエスト制度の周知（随時）

・潜在的、将来的な市民要求を考慮した資料収集（随時）

・分類別利用、新刊利用等の統計調査を実施

・図書館友の会主催の行事や役割の拡充を検討する。

・新図書館ワークショップを開催し、友の会への参加を促す。

・読み聞かせボランティアの養成と支援。

7

給食用物資購入

事業

給食課 要改善 改善

①予算立てを行う際に特定財源（給

食費実費徴収金）の決算額等を参考

に、より妥当な数値で計上すべきで

はないか。

②予算の段階から当該事業に一般

財源を組み込む必要があるのではな

いか。

③地産地消に対して、市は目標設定

と費用の負担（割高分における一般

財源からの負担）が明確にすべきで

はないか。

①H25年度以降の予算要求で適正な見込み額を算定する。

※土日開催の行事(運動会・授業参観等による振替休校)や

遠足等校外行事に伴う給食中止日数を過去の給食数実績に

より推計することで、的確な予算要求を行う。(中止見込み日

数をこれまでの３日から９日に増やす)

②H25年度以降の予算要求では1回分の給食中止による損

失見込み額を一般財源対応とする。

※台風やｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等による学級閉鎖など、保護者に負担さ

せることができない給食中止に伴う損失は一般財源(税金)で

負担すべきであり、そのための予算措置を行う。また、給食

中止による損失以外で、市費負担が可能なものを列挙する。

③青果物での割合のみならず地産地消全般に対する新たな

目標設定を行う。(算定方法の見直しを含む)

地産地消による割高分の負担基準を作成し、上限設定を行

う。

加工品や特産品(イチジク、梨、チンゲンサイ等）について農

務課やＪＡと協議し推進品目等を洗い出し献立に反映できる

か検討する。

（平成２４年度）

・H25年度予算要求額を前年度に比べ30,000千円減額する。

・H25年度予算要求で　一般財源を5,000千円を見込む。

・地元青果物購入割合に係る算定方法の見直し(案)と地産地

消に対する全体目標(案)を作成する。

（平成２５年度）

・地元青果物購入割合に係る算定方法の見直しと地産地消

に対する全体目標を設定する。

3 3
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8-1

8-2

小学校情報化推

進事業

中学校情報化推

進事業

総務課 要改善 改善

①ハードの整備にあたっては、情報

化教育の目標を明確にし、情報化教

育の計画を策定をするべきではない

か。

②情報機器の調達、維持管理に係る

業務委託等に際しては、たとえば調

達であれば買取りとメンテナンス付

リースとの比較など、コスト比較をし

てコストダウンを進めるべきではない

か。

③コンピュータ教室の機器を整備した

効果が検証できていない。

①現在のところ安城市独自の情報化教育目標や長期的な情

報化教育計画はなく、国県が示している目標をそのまま安城

市の目標とし、情報化教育の計画については、各学校ごと学

年ごとに毎年計画を立てている。それを継続し、その目標を

達成するうえで、現在のハードの整備状況が妥当であるかを

検討する。

②現在調達している機器のスペック及び保守管理業務委託

の仕様について見直しを行う。また、機器買取りと保守管理

委託とのセットで実施した場合とメンテナンス付リースで実施

した場合とのコスト比較を検証する。さらに、現在の保守管理

業務委託契約の期限が平成26年9月までなので、見直しの結

果がそこで反映できるように進める。

③子ども、保護者、教員を対象に情報化教育の成果を問うア

ンケート調査を実施する。また、検証結果を、その後の情報

機器の整備内容に反映させる。

（平成２４年度）

・現在の情報化教育目標からして必要なハードを学校現場で

指導する教員とともに検証をする。

・コンピュータ教室用機器について、情報システム課と協議し

ながらスペックの再検討を行う。

・情報機器保守管理業務の仕様の見直しを行う。

・子ども、保護者、教員を対象に情報化教育の成果を問うア

ンケート調査を実施する。

（平成２５年度）

・検証の結果、必要と判断されたものの整備計画を作成す

る。

・検証の結果、必要性の乏しいものについては、更新対象か

ら除く。

・コンピュータ教室用機器に関して買取りとリースでの経済比

較を行い、今後の更新方針を決定する。

・子ども、保護者、教員を対象に情報化教育の成果を問うア

ンケート調査を実施する。

（平成２６年度）

・子ども、保護者、教員を対象に情報化教育の成果を問うア

ンケート調査を実施する。

9

教育センター施

設管理事業

学校教育課

ｾﾞﾛﾍﾞｰｽ

で見直し

ｾﾞﾛﾍﾞｰｽ

で見直し

①市民の有効利用を考える必要があ

るのではないか。昼間の利用を考え

ることはできないか。

②建設費に比して、教育効果がどれ

くらいあがっているか。教員の資質向

上がどのように寄与しているのか。

③管理運営費のコスト削減の方針を

明確にされたい。

①教育の充実と振興を図るために、市民の利用を視野に入

れた方策を立案し、実施する。

教育センターの有効利用を図るため、設置条例の見直しをす

る。

②学校教育の質的向上を図り、信頼される学校づくりを進め

るためには、教員の資質向上が不可欠であり、今後も事業を

継続し教育効果の検証を行う。

児童生徒・保護者・教員に学校評価アンケートを実施すること

により、教育効果の測定を行い、事業の充実・改善を図る。

③施設の維持管理については、個々の管理委託業務内容の

見直しと併せ総合ビル管理委託導入を検討するなどコスト削

減に努める。

（平成２４年度）

・近隣市や全国研究所連盟に加盟している機関の状況を調

査する。調査の結果を基に具体的な運用案を作成し、企画運

営委員会にて検討する。

・学習指導要領の先行研究や教育課題への対応を図るため

に、教材開発やリーフレット作成、各種研修を継続する。

・個別に行っている管理委託業務内容の見直しと併せ総合ビ

ル管理委託導入を比較検討する。

（平成２５年度）

・企画運営委員会にて、運用案を基に、設置条例の見直しを

し、次年度以降の運用計画を立案する。

・教育相談事業の一層の充実を図る。また、教員の資質・指

導力に関するアンケート調査を実施し、研修効果を検証す

る。

（平成２６年度）

・設置条例の施行。運用を開始する。

・本市独自の研究・研修、教育相談の一層の充実を図る。

4 4
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10

受益者負担金前

納報奨金事務

下水道管理

課

要改善 改善

①事業促進のためという名目で、前

納報奨金を市民全体の税金から負

担しているのはどうなのか。

②金利が高いときに作った前納報奨

金の交付率を金利が低い今の時期

に継続的に維持していくのが公平性

と言えるのか。

①県内他市の交付状況を調査するとともに市民アンケートを

実施し、前納報奨金を廃止すべきか、またはいつまで存続さ

せるべきかを検証する。

②県内他市の交付率の状況を調査する。また、報奨金の交

付率の現状維持が事業経営に与える影響について研究し、

交付率の変更に関する方針を決定する。

（平成２４年度）

・県内で受益者負担金前納報奨金制度を取り入れている自

治体の廃止・存続の状況を調査研究する。

・県内で受益者負担金前納報奨金制度を取り入れている自

治体の交付率の状況を調査研究する。

（平成２５年度）

・市民アンケートを実施し、前納報奨金継続の是非について

市民の意見を聞く。他市状況や市民アンケートの結果を踏ま

えて、前納報奨金の廃止・存続の検証をする。

・報奨金の交付率の現状維持が事業経営に与える影響につ

いて研究する。また、他市状況調査の結果も踏まえて、交付

率の変更に関する方針を決定する。

11 公園整備事業 公園緑地課 要改善 改善

①東日本大震災以降、公園に防災

機能を求める声が多く、これらが公園

整備に反映されているか。また「緑の

基本計画」も随時変更すべきではな

いか

②グランドデザインがなく整備が進め

られている。公園面積の目標数値、

公園の整備水準を明確にすべき。

①公園は本来防災機能を有しており、災害時の避難地、避難

所として既に指定している。今後、更なる各公園の防災上の

機能や役割について防災部局と検討する。

②　「緑の基本計画」にある市民一人当たり公園面積の指標

は、満足できる生活環境の水準を示し、既往計画の完成時で

ある中間指標では７㎡とし、将来は国の基準を参酌した１0㎡

としている。今後、この指標を安城都市公園条例に定め、公

園事業の推進を図る。また街区公園、近隣公園など種別毎

に整備水準を定める。

（平成２４年度）

・防災機能に特化した公園の検討および仮設住宅やがれき

置場としての活用について、防災部局と検討する。

・緑化審議会に諮問、今年度議会に上程

（平成２５年度）

・安城市地域防災計画に追記し、公園の整備計画を明示す

る。（第２章災害予防計画第４節公共施設等整備計画に公

園・緑地を追加）

（平成２６年度）

・公園内の防災施設整備計画の検討

12

桜井施設整備事

業

区画整理課 要改善 改善

長期の事業であるため、最終年度ま

での１年ごとの整備計画を市民に示

してほしい。

最終年度までの整備スケジュールを示すことは、家屋移転状

況や予算の都合などにより、公表することは非常に難しい

が、当該年度の工事予定箇所については、毎年公表します。

（平成２４年度）

年２回発行している区画整理ニュースに当該年度の工事予

定や事業進捗率を掲載し、区画整理区域内の方に配布する

とともに、市ホームページで閲覧できるようにする。また、保留

地処分における広告においても事業進捗率を掲載しＰＲす

る。

13

安城七夕まつり

支援事業

商工課 要改善 改善

①七夕まつりを行うにあたり、広く市

民が参画できるようにするべきではな

いか。

②補助金を投入するのであれば、七

夕まつりの効果測定を検討するべき

ではないか。

①七夕まつり協賛会の実行委員会における市民部会と、市

民部会が実施している、市民ボランティアがまつりに参加す

る、team”LOVE TANABATA”の運営方法について、市民参

加が広がるよう、協賛会に諮ります。

②補助金の趣旨を踏まえ、経済効果の測定を実施機関に依

頼する。経済効果の測定については、七夕まつりの事業規

模、来場者数等が大幅に変動しないことから、３年に１回程

度の実施を目安とする。また、実施機関については、客観的

効果を測る必要があるため、第三者による実施とする。

（平成２４年度）

・七夕まつりに市民が参画する手法や仕組みづくりについ

て、七夕まつり協賛会（企画委員会）に提案する。

・経済効果の測定を実施機関に依頼する。

（平成２５年度）

・七夕まつりに企画や運営に携わるteam”LOVE

TANABATA”の参加人数を増やす。（目標：平成29年度1,200

人）

・七夕まつり自体の経済効果を測定・検証し、補助制度の妥

当性を評価する。

（平成２６年度）

・七夕まつりに企画や運営に携わるteam”LOVE

TANABATA”の参加人数を増やす。（目標：平成29年度1,200

人）

5 5
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14

システム運用管

理事業

情報システ

ム課

要改善 改善

①調達方法を明文化し、費用対効果

を明らかにすべき

②システムの運用を、１市だけでなく

広域でやったらどうか

③保守、運用支援の費用対効果の

判断のため、スペシャリストを養成す

べき

①長期的には情報システムクラウド化や共同利用での対応

を研究するが、当面は公平な競争を促進する方策を盛り込ん

だ情報システム調達ガイドラインを策定し対応する。

②あいち電子自治体推進協議会（事務局は愛知県）が推進

する自治体クラウド推進事業について、近隣自治体の動向を

ふまえながら慎重に進めていく。

③スペシャリストには多くの経験は必要となるが、ICTの技術

革新速度は速いため、スペシャリストの養成は容易ではない

ため、非常勤の専門家登用について研究を行う。

（平成２４年度）

・情報システム調達の基本仕様書の作成（要件定義）

・西三河6市および幸田町と共同評価グループを結成（平成

24年7月30日に結成済）し、今後事務局（県）の指示に従って

自治体クラウドシステムや情報システム共同利用の調査研

究を行う。

・外部専門家の登用の事例を調査、研究する。

（平成２５年度）

・情報システムの調達ガイドラインの策定

・近隣市等との合意のできた情報システムから、共同利用や

クラウド化をすすめていく。

・外部専門家の登用を試行する。メリット、デメリットを洗い出

し、効果を検証する。

（平成２６年度）

・情報システムの調達ガイドラインの運用開始

・近隣市等との合意のできた情報システムから、共同利用や

クラウド化をすすめていく。

・非常勤の専門家登用を開始する。

15 滞納整理事業 納税課 要改善 改善

①滞納額・滞納者を減らすための工

夫が必要ではないか。

②税以外の料金も併せて効率的に

徴収する体制が必要ではないか。

①現年度分については、電話や訪問による納付催告を強化

し、納付の意思のない滞納者へは、差押等の滞納処分を実

施し、滞納額の圧縮を図る。

過年度分については、平成２３年度に設立した西三河地方税

滞納整理機構と連携し、高額・困難案件の滞納額の圧縮を

図る。

インターネット公売の拡充や納税者の利便を図るための口座

振替やコンビニ収納などを推進する。

②債権徴収を一括して行う組織の導入について、債権管理

に関する課題の整理と併せて、先進事例を調査・研究し、方

針を策定する。

（平成２４年度）

・西三河地方税滞納整理機構による高額・困難案件の滞納

額の圧縮(平成２３年度から継続)

・市県民税普通徴収の新規課税者へ口座振替依頼のダイレ

クトメールを送付、窓口納付時にコンビニ収納をPR

・収納員による定期的に昼間電話催告の実施（夜間電話催

告は平成２２年から実施）

・先進市の取組状況の調査・研究を行う。

（平成２５年度）

・西三河地方税滞納整理機構の平成２６年度以降の継続を

検討

・関係課と対象とする債権、徴収体制の組織化、滞納者の

データ共有などについて協議を行い方針を策定する。

（平成２６年度）

・困難案件の集中的滞納整理

16

町内公民館活動

支援事業

市民協働課 要改善 改善

補助金を交付することによる効果を

検証する必要があるのではないか。

補助金が、コミュニティ活動の促進を目的とし、その事業費を

補助するという点を踏まえて、事業の問題点を検証し、コミュ

ニティ育成に対してどのような補助金や制度が有効かを検討

する。

（平成２４年度）

・参加者へのアンケート等により事業内容等、現状の問題点

を検証する。

（平成２５年度）

・公民館連絡協議会の意見を聴取するとともに、検証結果を

踏まえ、今後の方向性を決定する。

（平成２６年度）

・平成２５年度で決定した内容を踏まえた補助を実施する。

6 6



平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針

事業事業事業事業

番号番号番号番号

事業名事業名事業名事業名 担当課担当課担当課担当課

仕分け仕分け仕分け仕分け

結果結果結果結果

市の市の市の市の

方針方針方針方針

論点・課題等論点・課題等論点・課題等論点・課題等 取組方針取組方針取組方針取組方針 今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組

17

資源リサイクル

事業

ごみ減量推

進室

要改善 改善

集団資源回収等報償金制度の必要

性及び報償額の妥当性について

報償金制度の必要性及び報償額の妥当性を判断するため、

実施団体等への報償金の必要性、対象住民への働きかけ状

況などを調査するとともに、排出者である市民へのアンケート

調査等を実施する。

また、地域や各種団体の自主的活動によって市民のごみの

減量及び再資源化に対する意識の醸成効果に対しても調査

し制度の在り方を検討する。

（平成２４年度）

・実施団体への調査（制度の必要性・使途、再資源化等への

呼びかけ状況など）

・ｅモニターにより市民へのアンケート調査（制度の必要性、

効果など）

（平成２５年度）

・無作為抽出による市民へのアンケート調査実施（制度の必

要性、効果など）

・制度の継続、内容及び報償額について方針の決定

18

ごみ減量化推進

事業

ごみ減量推

進室

要改善 改善

①ごみ処理費と処理費の個人負担

に関する状況の市民への周知につ

いて

②有料化について

①市民がごみの減量を強く意識し取り組めるよう、ごみの増

加に関する問題点（ごみ減量の必要性）、について、市民に

理解してもらえるように、ごみ処理費やその個人負担の状況

（指定ごみ袋の作成・販売の仕組みを含む。）について広く周

知し、市民の意識の向上を図るため、周知啓発手法を検討し

実施する。

②ごみ処理費の有料化は、ごみ減量に対して有効な手段で

あるので、その仕組みについて調査、研究する。導入につい

ては、ごみの減量状況（増加状況）や経済状況、近隣自治体

の状況等を総合的に判断する。

（平成２４年度）

・ごみ減量の必要性を広報、清掃だより等紙面及び説明会等

で周知（処理場の問題、環境問題、処理経費の問題及び現

状の処理費の個人負担など）

・ごみ処理費の個人負担に関する市民意識の確（アンケー

ト、ｅモニター）

・有料化についての調査・研究（近隣自治体の状況、方針等・

有料化に対する個人負担額等の概算額の算出）

（平成２５年度）

・周知啓発活動方法を見直し継続

・ごみの減量状況（増加状況）の検証及び経済状況、近隣自

治体の状況等の調査

・有料化に関する問題点の抽出及び対応策の検討

（平成２６年度）

・周知啓発活動方法を見直し継続

19 児童クラブ事業

子育て支援

課

要改善 改善

①公立児童クラブの受益者負担の考

え方を整理するべきではないか。

②民間児童クラブへの委託のあり方

を見直すべきではないか。

①従来、受益者負担を経費の１／３程度として考えてきた。

今後、受益者負担について研究する。

②民間クラブは4年～6年生の児童の預かりや祝日の開所な

どの独自性があり、評価している。今後も連携し、委託方法に

ついては研究する。

（平成２４年度）

・近隣の市町村の状況も調査し、受益者負担の考え方を整理

し、適切な育成料に見直す。

・委託内容について研究

（平成２５年度）

・委託方法について、研究結果にも基づき適切な形態への見

直しを行う。

7 7



平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針

事業事業事業事業

番号番号番号番号

事業名事業名事業名事業名 担当課担当課担当課担当課

仕分け仕分け仕分け仕分け

結果結果結果結果

市の市の市の市の

方針方針方針方針

論点・課題等論点・課題等論点・課題等論点・課題等 取組方針取組方針取組方針取組方針 今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組

20 保育園事業 子ども課 要改善 改善

①公立保育園の民間への移行につ

いて検討すべきではないか。

②保育料が国の基準よりも安い基準

を採用していることから、受益者負担

の適正化について再検討していただ

きたい。

①平成１９年度の安城市保育園・幼稚園運営検討委員会に

よる「安城市における保育園・幼稚園の運営方法の検討」に

おいては、民営化を見送るという結果でり、現在ある公立保

育園については、市の責任において行っていく。

①急増する低年齢児保育への需要をはじめ、今後も増加す

る保育ニーズに対応するために、民間保育園の整備促進な

どを図るとともに、施設整備のあり方について議論していく。

②受益者負担の適正度と「子ども・子育て新システム」の施行

を考慮しながら、保育料の徴収額の見直しを図り、改定保育

料の徴収実施に向け調査・研究をしていく。

（平成２４年度）

・今後の保育需要について、調査研究し、施設整備計画の基

礎資料を収集する。

・近隣市の保育料の状況等基礎資料を作成する。

（平成２５年度）

・国が実施する平成２７年度からの「子ども・子育て新システ

ム」に伴い、市町村が整備する「新システム整備計画(仮称)」

の策定において、施設整備の必要性について研究する。

・保育料の改定及び改定時期について研究する。市町村が

整備する「新システム整備計画(仮称)」の策定とも調整を図っ

ていく。

（平成２６年度）

・「新システム整備計画(仮称)」策定に施設整備の方向性を

盛り込む。

・市の新システム施行に併せ新保育料の徴収が出来るよう事

務作業を実施する。

21

高額医療機器整

備補助事業

健康推進課

ｾﾞﾛﾍﾞｰｽ

で見直し

改善

①黒字の病院に補助が必要か、税

金を投入する必要がある事業かどう

か、減額、廃止を含めて検討すべき

ではないか。  目的と効果を検証す

べきではないか。

②補助金の交付対象を明確にすべ

きではないか。市民病院として位置

付けているが、補助をする場合にも、

どこまで負担しなければならないとい

う基準が必要ではないか。

③補助する医療機器の購入手順が

適切かどうか。

①更生病院及び八千代病院には、安定した病院経営を継続

してもらう必要がある。高額医療機器整備補助については、

補助の目的を明確にし、補助の必要性を検証する。また、効

果についても検証する。

②要綱を改正し、補助金の交付対象、市の財政状況と病院

の経営状況を比較する中で、補助の割合など交付基準を明

確にする。

③補助する医療機器の購入手順を確認し、更生病院及び八

千代病院に購入費の削減に努めてもらう。

（平成２４年度）

・両病院に過去からの財務諸表及び将来の中長期計画を求

め、経営状況を把握し、補助の必要を見極める。

・補助金の交付対象及び交付基準を精査し、要綱の改正を

行う。

・更生病院及び八千代病院に機器購入手順書の有無を確認

し、提出を求める。購入手順が適切かどうか判断し、必要に

応じて改善を求める。

（平成２５年度）

・稼動実績などの追跡調査により効果を確認する。

　効果を市民に広報する。

・新たな要綱を施行する。

（平成２６年度）

・稼動実績などの追跡調査により効果を確認する。

22

道路施設維持管

理事業

維持管理課 要改善 改善

業務について、市内の複数の業者と

単価契約を締結したらどうか

単価契約締結により事務の簡素化につながる業務につい

て、積極的に行う。

（平成２４年度）

・交通整理業務、汚泥処理業務、アスファルト合材購入、大雨

洪水対策業務、雪氷対策業務について単価契約締結してい

る。これらの他にも単価契約することが望ましい業務がない

か事業全般について業務内容の精査を行う。

（平成２５年度）

・年度当初に単価契約を結ぶことにより事務の効率化が図れ

る業務について、検討見直しを行う。

8 8



平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針平成２４年度　安城市事業仕分け結果に対する取組方針

事業事業事業事業

番号番号番号番号

事業名事業名事業名事業名 担当課担当課担当課担当課

仕分け仕分け仕分け仕分け

結果結果結果結果

市の市の市の市の

方針方針方針方針

論点・課題等論点・課題等論点・課題等論点・課題等 取組方針取組方針取組方針取組方針 今後の取組今後の取組今後の取組今後の取組

23 通学路整備事業 土木課 要改善 改善

①通学路の点検や見直し、安全対策

について地域（学校等）及び各部署と

連携し対策を検討すべきではない

か。

また、各部署と連携することにより、

事業を統合し経費節減ができない

か。

②危険箇所の抽出や測定、それに対

する安全対策について基準が無く、

費用対効果が図られているか分から

ない。

①通学路指定路線において、工事を行う関係部署との連絡

調整などを的確に行うため、通学路安全対策担当者会議を

設置する。

なお、ソフトとハードの両面から安全対策を図るために、学校

及び地元町内会などから現状を把握し、担当者会議におい

て、対策必要路線の抽出、効果的な対策の検討、他工事と

の同調施工などを調整する。

②学校教育課と連携し、全通学路の安全点検結果を作成す

る。

また、通学路安全対策担当者会議において、安全点検結果

と整備手法や整備時期、整備後の効果検証などを踏まえて、

「安全対策計画表」を作成する。

なお、安全対策計画表については、各学校側へフィードバッ

クすることにより、整備に取り掛かるまでの危険予測や整備

後の効果検証などに活用する。

（平成２４年度）

・通学路安全対策担当者会議の総括担当と対象部署ならび

に会議の方針を決定

・安全点検結果を踏まえた「安全対策計画表」の作成

（平成２５年度）

・通学路安全対策担当者会議の開催

・通学路安全対策計画表の更新

24

市営住宅管理事

業

建築課 要改善 改善

①民間賃貸住宅の活用も考えた方

がよいのではないか。

家賃補助をしてはどうか。

②セーフティーネットの割には、入居

要件が厳しすぎないか。施策として中

途半端でないか。

③滞納者への対応、収入超過者へ

の対応、維持管理コストの削減方法

について整理すべきではないか。

①民間賃貸住宅の活用方策として公営住宅法に基づく借上

げ制度があるが、建設費と維持管理費を含めた直接建設と

のトータルコストの比較において、５年を経過するとコストが

高くなる面がある。さいたま市、川崎市、横浜市などは、過去

に借上げ制度を導入したが、現在は市の負担増を理由に、

制度の運用を停止している。このことから、採用すべき制度と

は考えられない。

また、単なる家賃補助の場合は、家賃収入はなく歳出のみの

事業であり、補助対象者の市内への流入により歳出が膨大

となり財政を逼迫する恐れがあるため実施しない。

②一定の入居要件については市営住宅の適正な管理運営を

行う上で欠かせないため、引き続きこの運用により行うが、入

居要件のひとつである連帯保証人の資格の拡大について研

究を行う。

③滞納整理事務処理要領に基づき、現在、月１～２回の定期

及び常習的な滞納者に対しては日常的に滞納整理（電話・訪

問・督促、催告などの事務手続き）を行っている。今後も引き

続き取り組んで、入居者間の公平、平等の確保を目指す。ま

た、収入超過者に対しては、年２回、県住宅供給公社の賃貸

住宅の案内書を送付し、自主退去を促しているが、今後は、

面談による相談指導にも取り組んでいく。さらに、市営住宅敷

地内の遊具や樹木について、その必要性を見極めながら随

時削減を行い、遊具の点検委託料及び樹木の消毒剪定委託

料の削減を図っていく。

（平成24年度）

・連帯保証人の資格の見直しについて検討を行う。

・法人擁立の是非

・年金は所得額でなく収入額で算定できるか

・面談の対象となる収入超過者の選定方法の検討及び選定

を行う。

・広畔住宅の危険遊具の撤去。

大山田東住宅耐震補強工事に伴う生垣撤去後、目隠しフェン

スの設置。

（平成25年度）

・検討した内容で、平成２５年度中に連帯保証人の資格の見

直しを行う。

・面談を実施する。

・危険遊具について原則更新をしない。また、枯死樹木、工事

等支障樹木について原則植替えをしない。
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